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第１章
地方公会計制度の策定経緯と意義

1



平成１８年６月に成立した「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に

関する法律」を契機に、総務省から地方公会計制度の指針が示され、「貸借対照表」、

「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計算書」の財務書類の作成

が求められました。

この指針で「総務省方式改訂モデル」と「基準モデル」の２つの方式が示されました。

こうした地方公会計の整備（財務書類の整備）は、全国的にも進められていますが、

２つの方式以外にも「東京都方式」等、複数の会計基準があることで、団体間を比較す

ることが難しいなどの課題もあったことから平成２６年度に総務省から「統一的な基

準」が示され、全ての地方公共団体は平成２９年度末までにこの基準に準拠した財務書

類の作成が必要となりました。

本組合は、平成２8年度決算から統一的な基準に基づく財務書類を作成しました。

【新地方公会計制度（２つのモデル）】

平成１８年 ５月 「新地方公会計制度研究会報告書」

平成１９年１０月 「新地方公会計制度実務研究会報告書」

【新地方公会計モデル】

平成２１年 １月 「新地方公会計モデルにおける資産評価実務手引き」

平成２２年 ３月 「地方公共団体における財務書類の活用及び公表について」

平成２３年１２月 「新地方公会計モデルにおける連結財務書類作成実務手引き」

【統一的な基準】

平成２５年８月 「今後の新地方公会計推進に関する研究会中間まとめ」

平成２６年４月 「今後の新地方公会計の推進に関する研究会報告書」

平成２６年９月 「財務書類作成要領」 「資産評価及び固定資産台帳の手引き」

平成２７年１月 統一的な基準による地方公会計の整備促進について（総務大臣通知）

統一的な基準による地方公会計マニュアル

１ 経緯

2

1-1. 経緯



本組合を含む、地方公共団体における予算・決算に係る会計制度（官庁会計）は、

予算の適正・確実な執行を図るという観点から、単式簿記による現金主義会計を採用

しています。

一方で、財政の透明性を高め、説明責任をより適切に図る観点から、単式簿記によ

る現金主義会計では把握できない情報（ストック情報（資産・負債）や見えにくいコ

スト情報（減価償却費等））を住民や議会等に説明する必要性が一層高まっており、

そのためには、その補完として複式簿記による発生主義会計の導入が重要となります。

また、複式簿記による発生主義会計を導入することで、上記のとおりストック情報

と現金支出を伴わないコストも含めたフルコストでのフロー情報の把握が可能となる

ので、公共施設等の将来更新必要額の推計や、事業別・施設別のセグメント分析など、

公共施設等のマネジメントへの活用充実につなげることも可能となります。

◎ 現行の予算・決算制度は、現金収
支を議会の民主的統制下に置くこと
で、予算の適正・確実な執行を図る
という観点から、現金主義会計を採
用

◎ 発生主義により、ストック情報・フロー情
報を総体的・一覧的に把握することにより、現
金主義会計を補完

＜財務書類＞

地方公会計
・ 貸借対照表
・ 行政コスト計算書
・ 純資産変動計算書
・ 資金収支計算書

企業会計
・ 貸借対照表
・ 損益計算書
・ 株主資本等変動計算書
・ キャッシュ・フロー計算書

３．財務書類整備の効果
①発生主義による正確な行政コストの把握

見えにくいコスト（減価償却費、退職手当引当金など各種引当金）の明示
②資産・負債（ストック）の総体の一覧的把握

資産形成に関する情報（資産・負債のストック情報）の明示

補完
現金主義会計

１．目的
①説明責任の履行

住民や議会、外部に対する財務情報の分かりやすい開示
②財政の効率化・適正化

財政運営や政策形成を行う上での基礎資料として、資産・債務管理や予算編成、政策評価等に有効
に活用

２．具体的内容（財務書類の整備）

発生主義会計

地方公会計の意義

総務省資料より図表1-1 地方公会計の意義

3

1-2. 意義

２ 意義



図 1-1 地方公会計の意義

4

1-3. 現金主義と発生主義

３ 現金主義と発生主義

会計取引の認識基準の考え方には、「現金主義会計」と「発生主義会計」がありま

す。民間の企業会計は「発生主義」を採用しており、現金支出を伴わないコスト（減

価償却費、退職手当引当金等）を把握することができます。

図表1-2 現金主義会計と発生主義会計 総務省資料より



5

1-4. 単式簿記と複式簿記

総務省資料より

４ 単式簿記と複式簿記

複式簿記とは経済取引の記帳を二面的に行う簿記の手法で、伝票単位で複式簿記を

行うことで資産等のストック情報が「見える化」されます。

図表1-3 単式簿記と複式簿記



第２章

統一的な基準の特徴

6



2-1. 公会計基準の比較

従来の地方公会計制度の会計基準は「総務省方式改訂モデル」、「総務省方式基準

モデル」のほかに、「東京都方式」等があります。

平成２９年度末までに全ての地方公共団体が統一的な基準による財務書類の作成が

求められています。

統一的な基準 基準モデル
総務省方式
改訂モデル

東京都
国

（省庁別財務書類
の作成基準）

財務書類
の体系

○貸借対照表
○行政コスト計算書
○純資産変動計算書
○資金収支計算書
※行政コスト計算書及び純資産変
動計算書は、別々の計算書としても、
結合した計算書としても差し支えな
い

○貸借対照表
○行政コスト計算書
○純資産変動計算書
○資金収支計算書

○貸借対照表
○行政コスト計算書
○純資産変動計算
書
○資金収支計算書

○貸借対照表
○行政コスト
計算書
○正味財産変
動計算書
○キャッシュ・
フロー計算書

○貸借対照表
○業務費用計算書
○資産・負債差額増
減計算書
○区分別収支計算
書

台帳整備 ○開始貸借対照表作成時に整備
その後、継続的に更新

○開始貸借対照表作
成時に整備
その後、継続的に更
新

○段階的整備を想定
→売却可能資産、土
地を優先

○開始貸借対
照表作成時に
整備
その後、継続
的に更新

○官庁会計システム
とは連動していない
が、法令に基づき国
有財産台帳、物品管
理簿等を整備

複式簿記 ○官庁会計処理に基づくデータによ
り、発生の都度又は期末に一括して
複式仕訳を実施

○官庁会計処理に基
づくデータにより、発
生の都度又は期末に
一括して複式仕訳を
実施

○決算統計データを
活用し、期末に一括
して複式仕訳を実施

○官庁会計処
理に連動して
発生の都度、
複式仕訳を実
施

○官庁会計ｼｽﾃﾑ
（ADAMSⅡ）に連動
して発生の都度、複
式仕訳を実施（国有
財産等については、
期末時に複式仕訳を
実施）

有形固定
資産の評
価基準

○取得原価が判明･･･取得原価
○取得原価が不明･･･再調達原価
※取得原価の判明・不明の判断
※適正な対価を支払わずに取得し
たものは再調達原価（道路等の土
地は備忘価額１円）
※売却可能資産は売却可能価額を
注記

○事業用資産土
地・・・固定資産税評
価額建物等・・・再調
達原価
○インフラ資産
土地・・・取得原価
建物等・・・再調達原
価

○公共資産・・・決算
統計データから取得
原価を推計
○売却可能資産・・・
売却可能価額

○取得原価 ○国有財産（公共用
財産を除く）・・・毎年
度時価を基準に改定
される国有財産台帳
価額
○公共用財産・・・取
得原価
○物品・・・取得原価

税収の取
扱い

○純資産変動計算書に計上 ○純資産変動計算書
に計上

○純資産変動計算
書に計上

○行政コスト
計算書に計上

○資産・負債差額増
減計算書に計上

１ 公会計基準の比較

図表2-1 公会計基準の比較
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従来ほとんどの自治体で作成していた総務省方式改訂モデルと統一的な基準を比較

すると、大きく分けて３点の変更点があります。

① 『発生主義・複式簿記の導入』

総務省方式改訂モデルは決算データを活用して財務書類を作成していましたが、

統一的な基準では伝票単位で複式仕訳を実施を行い、発生主義会計を導入します。

② 『固定資産台帳の整備』

総務省方式改訂モデルでは必ずしも固定資産台帳の導入が前提とされていません

でしたが、統一的な基準では固定資産台帳の整備が必須となり、公共施設等のマネ

ジメントにも活用可能となります。

③ 『比較可能性の確保』

地方公会計制度の会計基準は従来、様々な会計基準が存在していましたが、平成

３０年３月末までに全ての地方公共団体が統一的な基準による財務書類を整備する

ため、団体間での比較可能性が確保されます。

概要

図表2-2 統一的な基準と総務省方式改訂モデルの違い

発生主義・
複式簿記
の導入

総務省方式改訂モデルでは決算
データを活用して財務書類を作
成

発生の都度又は期末一括で複
式仕訳
（決算データの活用からの脱却）

固定資産
台帳の整備

総務省方式改訂モデルでは固定
資産台帳の整備が必ずしも前提
とされていない

固定資産台帳の整備を前提とす
ることで公共施設等のマネジメン
トにも活用可能

比較可能性
の確保

基準モデルや総務省方式改訂
モデル、その他の方式（東京都
方式等）といった複数の方式が
混在

統一的な基準による財務書類等
によって団体間での比較可能性
を確保

今 後現 状

統
一
的
な
基
準

総務省資料より

8

2-2. 統一的な基準と総務省方式改訂モデルの違い

２ 統一的な基準と総務省方式改訂モデルの違い



第３章

本組合の地方公会計制度に関する取組
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（作成基準日）

財務書類の作成基準日は、会計年度の最終日である令和２年３月３１日を基準日とし

て作成しています。令和２年４月１日から５月３１日までの出納整理期間の収支につい

ては、基準日までに収入・支出があったものとして取り扱っています。

本組合では平成２８年度から統一的な基準による財務書類の作成に向けて取組を進めて

います。

10

本組合の地方公会計制度に関する取組

年度 取組

平成２８年度 ・標準ソフトの導入・統一的な基準による固定資産台帳の整備

平成２９年度
・固定資産台帳の更新
・統一的な基準による財務書類の作成・公表（平成２８年度決算）

平成３０年度
・固定資産台帳の更新
・統一的な基準による財務書類の作成・公表（平成２９年度決算）

平成３１年度
・固定資産台帳の更新
・統一的な基準による財務書類の作成・公表（平成３０年度決算）

令和 ２年度
・固定資産台帳の更新
・統一的な基準による財務書類の作成・公表（令和 元年度決算）



第４章

固定資産
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4-1. 固定資産

１ 固定資産

固定資産は、図表４－１に表すような項目があり、この項目から投資・その他の資

産を除いたものが、固定資産台帳となります。（図表４－１は本組合が所有していな

い項目も含まれています。）

固定資産台帳とは、組合が保有する財産（固定資産）をその取得から除売却処分に

至るまで、その経緯を個々の資産ごとに記録・管理するための帳簿です。また、財務

書類作成の基礎となる重要な帳簿の役割を果たすとともに、固定資産の適切な管理及

び有効活用を行うための基礎となる台帳であり、金額情報や減価償却情報が含まれて

います。

事業用資産

土地・立木竹・建物・工作物・船舶・浮標等・航空機・
その他・建設仮勘定

売却を目的として保有している資産については、有形固定資産

ではなく、棚卸資産として計上します。

インフラ資産

土地・建物・工作物・その他・建設仮勘定

システムまたはネットワークの一部であること、性質が特殊なも

のであり代替的利用ができないこと、移動させることができない

こと、処分に関し制約を受けることといった特徴の一部またはす

べてを有するもの。例えば道路、橋、下水処理関連、水道等が

該当します。

物品 物品

ソフトウェア・その他

投資及び出資金・投資損失引当金・長期延滞債権・長期

貸付金・基金・その他・徴収不能引当金

投資
その他の資産

無形固定資産

有形固定
資産

固定資産

公会計・貸借対照表（B/S:Balance sheet）で固定資産を表すと

図表4-1 公会計・貸借対照表で固定資産を表す場合

① 概要



固定資産台帳の必要性

○ 過去に建設された公共施設等がこれから大量に更新時期を迎える一方で、地方公

共団体の財政は依然として厳しい状況にある。

○ 人口減少等により今後の公共施設等の利用需要が変化していく。

財務書類作成のための基礎資料としてだけでなく、公共施設等の再編・長寿命

化の観点からも、固定資産台帳の整備は必要不可欠

固定資産は、地方公共団体の財産の極めて大きな割合を占めるため、地方公共団体の財政

状況を正しく把握するためには、正確な固定資産に係る情報が不可欠です。

統一的な基準による財務書類等の作成にあたっては、組合の資産の状況を正しく把握するこ

とや、他団体との比較可能性を確保することが重要になることから、各地方公共団体の財政状

況を表す財務書類の作成に必要な情報を備えた補助簿として固定資産台帳を整備する必要

があります。

また、将来世代と現世代の負担公平性に関する情報や施設別・事業別等のセグメント別の財

務情報をあわせて示すこと等により、個別の行政評価や、公共施設の老朽化対策等に係る資

産管理等といった活用につなげるためにも、固定資産台帳の整備は重要です。

総務省資料より
図表4-2 固定資産台帳の必要性

② 固定資産台帳の必要性
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4-2. 比較可能性の確保

２ 比較可能性の確保

従来の地方公会計制度の会計基準は「総務省方式改訂モデル」、「基準モデル」及
びその他の基準が混在していたため、団体間を比較することが困難などの課題があり
ました。

こうした課題を解決するため、平成２６年度に新たな会計基準である「統一的な基
準」が示され、平成２９年度末までに全ての地方公共団体はこの基準に準拠した財務
書類を作成する必要があります。

今後は以下のような指標に基づき、団体間の比較を行うことで財務書類のマネジメ
ント・ツールとしての機能が従来よりも向上することが期待されます。

分析指標 内容

有形固定資産減価償却率
（資産老朽化比率）

償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を
示すもの。資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表
す指標。

純資産比率
将来世代と現世代との負担割合を示す指標。純資産比率
の増加は現世代が将来世代も利用可能な資源を蓄積した
ことを表す。

受益者負担率

行政サービスに要したコストに対して受益者が負担する
使用料・手数料や分担金・負担金などの割合であり、受
益者が負担しない部分については、市税や地方交付税、
補助金等により賄うことになる。

図表4-3 分析指標とその内容



第５章

財務書類
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5-1. 財務書類の相互関係

１ 財務書類の相互関係

資産
（内
現金
預金）

負債

経常収益

臨時損失

臨時利益

純行政コスト

前年度末残高 業務活動収支経常費用

本年度末残高

前年度末残高

財務活動収支

投資活動収支

固定資産等の
変動

財源

純行政コスト

本年度末残高純資産

貸借対照表 行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書

＋本年度末歳計外現金

財務書類の種類はこれまで通り、総務省方式改訂モデルと基準モデルと同様に４つの財務

書類【財務書類の体系（４表）】で構成されます。それぞれのイメージは以下のとおりとなります。

図表5-1 財務書類の相互関係
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5-2. 対象会計範囲

２ 対象会計範囲

一般会計

全体会計

連結会計

一般会計等

財務書類は、一般会計と地方公営事業会計以外の特別会計からなる「一般会計等」、

「地方公営事業会計」を含めた「全体会計」、さらに、出資団体等を含めた「連結会

計」の３種類があります。

本組合では地方公営事業会計はないため、一般会計と連結会計を対象会計範囲とし

ています。

図表5-2 対象会計範囲

埼玉県市町村総合事務組合

地方公営事業会計

地方公営事業会計



◆貸借対照表とは…

年度末時点での資産や負債などの残高（ストック情報）を表しています。

貸借対照表の左側は、組合が保有している消防署、消防車、救急車、防火水槽などの

固定資産や、現金預金、基金、貸付金などの「資産」を表しています。

貸借対照表の右側は組合債などの｢負債｣であり、資産から負債を差し引いた｢純資産｣

を表しています。

この表は、資産をどのような財源（負債と純資産）で賄ったかを示しており、負債は

将来世代の負担を、純資産は現在までの世代の負担を表しています。

資産は市民サービスを提供するために保有しているもので、将来にわたって利用され

ることから、組合債の償還を通じて将来世代も負担するという考え方がありますので、

負債と純資産とのバランス（世代間の負担のバランス）なども考慮した上で財政運営を

行っていくことになります。

貸借対照表は資産と負債・純資産の合計額が同じ額になることから、バランスシート

ともいいます。

◆行政コスト計算書とは…

１年間の行政運営コストのうち、福祉サービスにかかる経費など、資産形成につなが

らない行政サービスに要したコストを人件費、物件費等、その他の業務費用、移転費用

に区分して表示するとともに、これらの行政サービスに対する財源として、使用料・手

数料などの経常収益を表示しています。また、災害復旧費などの臨時損失と資産売却な

どによる臨時利益を併せて表示しています。

◆純資産変動計算書とは…

純資産（過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてよい財産）が平成３０年度

中にどのように増減したかを、財源、資産評価差額、無償所管換等、比例連結割合変更

に伴う差額、その他に区分して表示したものです。

◆資金収支計算書とは…

１年間の資金の増減を業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支に区分し、金額を

表示したもので、どのような活動に資金が必要であったかを表しています。

財務書類とは 【統一的な基準の財務書類】
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5-3. 財務書類の内容

３ 財務書類の内容

① 資 産：消防署、消防車、救急車、防火水槽など将来の世代に引継ぐ社
会資本や、投資、基金など将来現金化することが可能な財産

② 負 債：地方債や退職給付引当金など将来の世代の負担となるもの
③ 純資産：過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてよい財産

⑴ 貸借対照表

図表5-3 連結貸借対照表（対前年度比較）

※表示単位金額未満を四捨五入しています。

連結会計 （単位：千円）

令和元年度 平成30年度 差額

固定資産 4,686,148 4,977,055 -290,907

有形固定資産 4,608,514 4,772,810 -164,296

事業用資産 4,159,380 4,310,432 -151,052

インフラ資産 0 0 0

物品 449,134 462,378 -13,244

無形固定資産 7,538 15,077 -7,539

投資その他の資産 70,096 189,168 -119,072

流動資産 236,607 239,733 -3,126

現金預金 236,607 239,733 -3,126

未収金他 0 0 0

繰延資産 0 0 0

資産合計 4,922,755 5,216,788 -294,033

固定負債 1,950,674 2,073,019 -122,345

地方債等 291,660 272,673 18,987

退職手当引当金他 1,659,014 1,800,346 -141,332

流動負債 306,424 286,574 19,850

１年以内償還予定地方債 93,414 77,313 16,101

賞与等引当金他 213,010 209,261 3,749

負債合計 2,257,098 2,359,593 -102,495

固定資産形成分 4,686,148 4,977,055 -290,907

余剰分（不足分） -2,020,491 -2,119,859 99,368

純資産合計 2,665,657 2,857,195 -191,538

負債及び純資産合計 4,922,755 5,216,788 -294,033



 貸借対照表でわかること（分析）

【純資産比率】 = 純資産合計 ÷ 資産合計 × 100

企業会計の「自己資本比率」に相当し、資産のうち償還義務のない純資産がどれくらい
の割合かを表します。この比率が高いほど負債（将来世代の負担）の割合が少ないこと
になりますが、現在世代と将来世代との負担のバランスを取ることも必要となります。

【流動比率】 ＝ 流動資産 ÷ 流動負債 × 100

１年以内に償還する組合債や短期借入金（流動負債）に対して、手元の資金がどのくら
いあるかを表すもので、この比率が高いほど短期的な支払能力が高いといえます。財政
調整基金を増やしたり、組合債の償還額を減らすことで、この比率は上昇します。民間
企業では２００％以上あることが理想的であると言われています。

【将来世代負担比率】 ＝ 地方債（1年以内も含む） ÷ 有形固定資産 × 100

社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産又は負債による割合を見ることによ
り、これまでの世代（過去及び現役世代）又は将来世代によって負担する割合を見るこ
とができます。

図表5-5 純資産比率等の対前年度比較
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・ 令和元年度連結会計では、資産は４９．２億円となっています。
・ 負債は２２．６億円、純資産は２６．７億円です。
・ このうち、負債は将来の世代が負担していくことになるものであり、一方で、純

資産は過去の世代や国、県の負担で既に支払が済んでいるものになります。資産
に対する純資産の割合を純資産比率と呼び、これまで組合が形成してきた資産に
対する負担のうち、既に支払が済んでいる部分の割合を示しています。

・ 純資産比率は連結会計では５４．１%となっています。

図表5-4 連結貸借対照表（資産等の対前年度比較）

連結会計 （単位：億円）

令和元年度 平成30年度 差額

資産 49.2 52.1 -2.9

負債 22.6 23.6 -1

純資産 26.7 28.6 -1.9

連結会計

分析 令和元年度 平成30年度 差額

純資産比率 54.1% 54.8% -0.7%

流動比率 77.2% 83.7% -6.5%

将来世代負担比率 8.4% 7.3% 1.1%



◆費用：行政サービスの提供のために費やしたもの

① 人件費：職員給与、議員報酬及び退職給付費用（当該年度に退職給付引当金と
して新たに繰り入れた額）など

② 物件費等：備品、消耗品及び施設等の維持補修にかかる経費や減価償却費（社
会資本の経年劣化等に伴う減少額）など

③ その他業務費用：支払利息、徴収不能引当金繰入額、組合債償還の利子など
④ 移転費用：他会計への支出額、補助金等、社会保障給付、他団体への資産整備

補助金など

◆収益：直接サービス提供により住民等がその対価として支払い、自治体が得られる
もの

・令和元年度連結会計では、経常費用が３８．４億円、経常収益は０．３億円、純行
政コスト（費用から収益を差し引いたもの）は３８．１億円となりました。

・連結会計における経費の内訳をみると、経常費用のうち人件費が占める割合は、８．
３%、減価償却を主なものとする物件費等の割合は、１７．５%、地方債利息を主な
ものとするその他の業務費用の割合は、５．７%です。

・各団体への補助金や負担金、扶助費を主なものとする移転費用の割合は８．６%と
なっています。

⑵ 行政コスト計算書

図表5-6 連結行政コスト計算書（対前年度比較）

図表5-7 連結行政コスト計算書（経常費用等の対前年度比較）
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※表示単位金額未満を四捨五入しています。

連結会計 （単位：千円）
令和元年度 平成30年度 差額

経常費用 3,838,744 3,706,247 132,497
業務費用 3,510,312 3,381,423 128,889
人件費 2,620,603 2,553,140 67,463
物件費等 670,751 631,865 38,886

物件費 303,536 280,574 22,962
維持補修費 58,883 28,734 30,149
減価償却費 308,332 322,557 -14,225
その他 0 0

その他の業務費用 218,958 196,418 22,540
移転費用 328,432 324,824 3,608

経常収益 34,161 101,267 -67,106
純経常行政コスト 3,804,583 3,604,980 199,603
臨時損失 3,484 0 3,484
臨時利益 0 0 0

純行政コスト 3,808,067 3,604,980 203,087

0

連結会計 （単位：億円）

令和元年度 平成30年度 差額

経常費用 38.4 37.1 1.3

経常収益 0.3 1.0 -0.7

純行政コスト 38.1 36.0 2.1



 行政コスト計算書でわかること（分析）

【受益者負担比率】 ＝ 経常収益 ÷ 経常費用 × 100

行政サービスに要したコストに対して受益者が負担する使用料・手数料や分担金・
負担金などの割合となりますが、消防行政の性質上、消防サービスを受益者に対して
負担を求めるものではないことから、受益者負担比率は低くなっています。

なお、受益者負担に付随する行政コストを少しでも軽減を図るため、使用料・手数
料や分担金・負担金などの水準を見直すことも検討する必要があります。

※各費用÷経常費用
経常費用=業務費用+移転費用
業務費用=人件費＋物件費等＋その他の業務費用
移転費用=補助金、特別会計への移転費用など

図表5-8 連結行政コスト計算書（割合等の対前年度比較）
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連結会計

分析 令和元年度 平成30年度 差額

人件費割合（※） 68.3% 68.9% -0.6%

物件費等割合（※） 17.5% 17.0% 0.5%

その他の業務費用割合（※） 5.7% 5.3% 0.4%

移転費用割合（※） 8.6% 8.8% -0.2%

受益者負担比率 0.9% 2.7% -1.8%



◆余剰分の計算

① 純行政コスト：行政コスト計算書の純行政コスト
② 財源：財源をどのような収入（税収等、国庫補助金）で調達したかを表示

◆固定資産形成分：財源を将来世代も利用可能な固定資産、貸付金や基金等にどの程度
使ったかを表示

① 固定資産等の変動：当該年度に消防車、救急車などの社会資本を取得した額と過去
に取得した社会資本の経年劣化等に伴う減少額又は、基金、貸付金、出資金など長期
金融資産の当該年度における増加と減少を表示

② 資産評価差額：有価証券等の評価差額
③ 無償所管換等：無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等

令和元年度連結会計では、本年度純資産変動額がマイナス１．９億円となっています。

【行政コスト対財源比率】 ＝ 純経常行政コスト ÷ 財源 × 100

当年度の行政コストから受益者負担分を控除した純行政コストに対してどれだけ当年
度の負担で行われたかがわかります。

⑶ 純資産変動計算書

図表5-11 行政コスト対財源比率（対前年度比較）

図表5-9 連結純資産変動計算書（対前年度比較）

図表5-10 連結純資産変動計算書（純資産変動額の対前年度比較）
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※表示単位金額未満を四捨五入しています。

連結会計 （単位：千円）

令和元年度 平成30年度 差額
前年度末純資産残高 2,857,195 3,035,482 -178,287

純行政コスト（△） -3,808,068 -3,604,980 -203,088

財源 3,616,529 3,426,693 189,836

本年度差額 -191,539 -178,287 -13,252

固定資産等の変動（内部変動） 0 0 0
資産評価差額 0 0 0
無償所管換等 0
その他 0 0 0

本年度純資産変動額 -191,539 -178,287 -13,252

本年度末純資産残高 2,665,656 2,857,195 -191,539

連結会計 （単位：億円）

令和元年度 平成30年度 差額

本年度純資産変動額 -1.9 -1.8 -0.1

連結会計

分析 令和元年度 平成30年度 差額

行政コスト対財源比率 105.3% 105.2% 0.1%



①業務活動収支：行政サービスを行なう中で、毎年度継続的に収入、支出されるもの
②投資活動収支：消防署、消防車、救急車などの資産形成や投資、基金などの収入、支出など
③財務活動収支：組合債、借入金などの収入、支出など

・令和元年度連結会計では、業務活動収支はプラス０．９億円、投資活動収支はマイナ
ス１．３億円、財務活動収支はプラス０．４億円となり、本年度資金収支額はマイナ
ス０．０４億円となります。

・この結果、本年度末資金残高は、連結会計では、２．２億円となりました。
・また、業務活動収支と投資活動収支の合算である基礎的財政収支（プライマリーバラ
ンス）は、連結会計ではマイナス０．４億円となっています。

⑷ 資金収支計算書

図表5-12 連結資金収支計算書（対前年度比較）

図表5-13 連結資金収支計算書（各収支等の対前年度比較）
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※表示単位金額未満を四捨五入しています。

連結会計 （単位：千円）

令和元年度 平成30年度 差額

業務支出 3,527,081 3,373,408 153,673

業務費用支出 3,198,649 3,048,584 150,065
移転費用支出 328,432 324,824 3,608

業務収入 3,614,472 3,445,065 169,407
臨時支出 0 0 0
臨時収入 0 0 0

業務活動収支 87,391 71,657 15,734

投資活動支出 139,981 65,299 74,682

投資活動収入 13,958 0 13,958
投資活動収支 -126,023 -65,299 -60,724

財務活動支出 77,313 31,414 45,899
財務活動収入 112,400 60,000 52,400

財務活動収支 35,087 28,586 6,501
本年度資金収支額 -3,545 34,944 -38,489
前年度末資金残高 227,742 192,798 34,944
本年度末資金残高 224,197 227,742 -3,545

連結会計 （単位：億円）

令和元年度 平成30年度 差額

業務活動収支 0.9 0.7 0.2

投資活動収支 -1.3 -0.7 -0.6

財務活動収支 0.4 0.3 0.1

本年度資金収支額 -0.04 0.3 -0.34

本年度末資金残高 2.2 2.3 -0.1



【歳入額対資産比率】 ＝ 資産合計 ÷ 歳入総額

歳入額対資産比率は、社会資本整備の度合いを示しており、この比率が高いほどス
トックとしての社会資本整備が進んでいると考えられます。ただし、歳入規模に比して
過度の社会資本整備を行っている場合は今後の社会資本の維持負担が大きくなり、将来
の財政運営を圧迫するおそれもありますので、必ずしも高ければ良いとは言えないこと
に留意する必要があります。

【地方債の償還可能年数(年)】 ＝ 地方債残高 ÷ 業務活動収支

 資金収支計算書でわかること（分析）

図表5-14 基礎的財政収支等の対前年度比較
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連結会計

分析 令和元年度 平成30年度 差額

基礎的財政収支（ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰﾊﾞﾗﾝｽ）（単位：億円） -0.4 0.1 -0.5

歳入額対資産比率 （単位：％） 1.3 1.5 -0.2

地方債の償還可能年数 （単位：年数） 4.4 4.9 -0.5



貸借対照表

○ 固定資産

・事業用資産･････････公共サービスに供されている資産でインフラ資産以外の資産
（例：庁舎、学校、公民館、公営住宅、福祉施設など）

・インフラ資産･･････会基盤となる資産（例：道路、橋、公園、上下水道施設等）

・物品･･････････････車両、物品、美術品

・無形固定資産･･････ソフトウェア、ソフトウェア（リース）

・投資及び出資金････有価証券、出資金、出損金

・投資損失引当金････保有株式の実質価格が低下した場合に計上

・長期延滞債権･･････滞納繰越調定収入未済分

・長期貸付金････････自治法第２４０条第１項に規定する債権である貸付金（流動資産に区
分されるもの以外）

・基金･･････････････流動資産に区分される以外の基金（減債基金、その他の基金）

・その他････････････上記以外及び徴収不能引当金以外のもの

・徴収不能引当金････未収金や貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能見込額（不納欠
損額）を見積もったもの

○ 流動資産

・現金預金･･････････手元現金や普通預金など

・未収金････････････税金や使用料などの未収金

・短期貸付金････････貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの

・基金･･････････････財政調整基金

・棚卸資産･･････････売却目的保有資産（量水器等）

・その他････････････上記以外及び徴収不能引当金以外のもの

・徴収不能引当金････未収金や貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能見込額（不納欠
損額）を見積もったもの（長期延滞債権分）

・減価償却･･････････資産（建物・設備。機械など）が、使用するにつれて、財としての価
値を減ずるのを費用に計上し、新しいのと替える場合に備える、会計
手続き

○ 固定負債

・地方債････････････地方公共団体が発行した地方債のうち、償還予定が１年超のもの

・長期未払金････････自治法第214条に規定する債務負担行為で確定債務とみなされるもの及
びその他の確定債務のうち流動負債に区分されるもの以外

・退職手当引当金････原則期末自己都合要支給額

・損失補償等引当金･･履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体
財政健全化法上、将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上

・その他････････････上記以外の固定負債

○ 流動負債

・１年内償還予定地方債･･地方公共団体が発行した地方債のうち、1年以内に償還予定のもの

 用語解説
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・未払金････････････基準日時点までに支払義務発生の原因が生じており、その金額が確定
し、又は合理的に見積もることができるもの

・未払費用･･････････一定の契約に従い、継続して役務の提供を受けている場合、基準日時
点において既に提供された役務に対して未だその対価の支払を終えて
いないもの

・前受金････････････基準日時点において、代金の納入は受けているが、これに対する義務
の履行を行っていないもの

・前受収益･･････････一定の契約に従い、継続して役務の提供を行う場合、基準日時点にお
いて未だ提供していない役務に対し支払を受けたもの

・賞与等引当金･･････基準日時点までの期間に対応する期末手当・勤勉手当及び福利厚生費

・預り金････････････基準日時点において、第三者から寄託された資産に係る見返負債

・その他････････････上記以外の流動負債

○ 行政コスト計算書

・経常費用･･････････業務費用（人件費＋物件費等＋その他の業務費用）＋移転費用（補助
金、特別会計への移転費用など）

・人件費････････････職員給与費や賞与等引当金繰入額、退職手当引当金繰入額など

・物件費等･･････････職員旅費、委託料、消耗品や備品購入費（資産に該当しないもの）、
施設等の維持修繕にかかる経費や資産の減価償却費など

・その他の業務費用･･支払利息、徴収不能引当金繰入額、過年度分過誤納還付など

・移転費用･･････････住民への補助金や生活保護費などの社会保障費、特別会計への資金移
動など経常収益

・使用料及び手数料･･財・サービスの対価として使用料・手数料の形で徴収する金銭

・その他････････････過料、預金利子など

・臨時損失･･････････資産除売却損

・臨時収益･･････････資産売却益、受取配当金

○ 純資産変動計算書

・前年度末純資産残高･･･前年度末の純資産の額（前年度貸借対照表と一致）

・純行政コスト･････････行政活動に係る費用のうち、人的サービスや給付サービスなど、資
産形成につながらない行政サービスに係る費用

（行政コスト計算書の「純経常費用」と一致）

○ 財源

・税収等････････････分担金負担金

・国庫等補助金･･････国庫支出金及び都道府県支出金など

・資産評価差額･･････有価証券等の評価差額

・無償所管替等･･････無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など

○ その他････････････上記以外の純資産の変動（調査判明の資産）

資金収支計算書

・基礎的財政収支････公債の元利償還額を除いた歳出と、公債発行収入を除いた歳入のバラ
ンスを見るものです。これがプラスになっている場合は持続可能な財
政運営であるといえます。
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第６章

地方公会計の活用事例
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6-1. 地方公会計の活用事例

財務書類の活用方法

財務書類に係る各種指標を設定
→有形固定資産減価償却率を踏まえた公共施設等マネジ
メント等

○将来の施設更新必要額の推計
→施設の更新時期の平準化、総量抑制等の全庁的な方

針の検討
○未収債権の徴収体制の強化

→貸借対照表上の回収見込額を基にした債権回収のた
めの全庁的な組織体制の検討

事業別・施設別の行政コスト計算書等を作成する
ことでセグメントごとの分析が可能
○予算編成への活用
→ライフサイクルコストを踏まえた施設建設の検

討
○施設の統廃合

→施設別コストの分析による統廃合の検討
○受益者負担の適正化

→受益者負担割合による施設使用料の見直し
○行政評価との連携

→利用者１人当たりコスト等を活用して評価

行政内部での活用 ⇒ 人口減少が進展する中、限られた財源を「賢く使うこと」につなげる

適切な資産管理

セグメント分析財政指標の設定 マクロ的視点 ミクロ的視点

○住民への公表や地方議会での活用
→財務書類のわかりやすい公表や議会審議の活性化

○地方債ＩＲへの活用
→市場関係者に対する説明資料として活用

○ＰＰＰ／ＰＦＩの提案募集
→固定資産台帳の公表により民間提案を募集

行政内部での活用

情報開示

総務省資料より

「統一的な基準」による地方公会計制度の整備が進むことにより、財務状況の団体間比

較やストック情報が「見える化」され、公共施設マネジメントが推進されるなど、地方公

会計は、「作って見せる」公会計から「活用する」公会計へステージが変わり、地方公共

団体の限られた財源を「賢く使う」ことに資する取組が促進されることが期待されます。

こうしたことから、これまでのように単に財務書類等を作成するだけでなく、公共施設

マネジメントや行政評価等への活用が可能となります。

〈統一的な基準導入効果〉

① 発生主義・複式簿記が導入され、施設別の行政コスト計算書を作成してセグメント

分析が実施可能となる

② 固定資産台帳が整備され、公共施設マネジメントへの活用が可能となる

③ 比較可能性が確保されるため、財務書類等の地歩公共団体マネジメント及びガバナ

ンスのツールとしての機能が向上する
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１ 地方公会計の活用事例

図表6-1 財務書類の活用方法



6-2.総合的な所見
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① 貸借対照表
事業用資産が前年対比で１．５億円減っています。これは固定資産の新規取得よ

り、減価償却費の方が多いことを意味しています。投資その他の資産についても、
１．２億円減っています。これは退職金組合への積み立てについて、減ったことが
要因となります。退職手当引当金他についても、１．４億円減っており、新規の引
当より、退職して減った金額の方が多かったことを意味しています。
流動資産と投資その他の資産の合計と負債の合計との割合について、負債の割合

が少なくなれば、健全な数字になっていきます。そうすることで、純資産の部の余
剰分（不足分）のマイナスが少なくなり、将来世代の財源の先食いを少なくするこ
とができます。

② 行政コスト計算書
民間でいうところの損益が組合全体で３８億円となっています。
その３８億円については、構成市からの負担金や補助金などで充当しており、こ

のような組合予算の特性上、民間の損益とは意味合いが異なりますが、十分なコス
ト意識を念頭に取り組んでいく必要があります。（純資産変動計算で資本として受
け入れています）

③ 純資産変動計算書
純資産額の多くを占める消防車両の経年劣化等に伴う評価額の減少等に伴い、マ

イナス１．９億円となっています。
消防の事業活動は民間とは違い、利益を求めるものではないことから、純資産変

動計算書の分析結果を直接的に解釈することは困難ですが、今後も補助金等の活用
はもとより、自主財源を増やす工夫等をすることで、適正な行政コストの把握につ
なげていくことができます。

④ 資金収支計算書
プライマリーバランスについては、バランスが保たれている状況です。

２ 総合的な所見



令和元年度決算

【統一的な基準】

１ 一般会計等

⑴ 貸借対照表

⑵ 行政コスト計算書

⑶ 純資産変動計算書
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⑷ 資金収支計算書
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 資料編
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統一的な基準の財務書類 令和元年度 【一般会計等】

1 一般会計等

⑴ 貸借対照表

32

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 4,616,052,147 固定負債 1,880,578,046

有形固定資産 4,608,513,747 地方債 291,659,590

事業用資産 4,159,380,294 長期未払金 -

土地 1,941,777,075 退職手当引当金 1,588,918,456

立木竹 - 損失補償等引当金 -

建物 2,973,383,942 その他 0

建物減価償却累計額 △ 1,192,554,654 流動負債 306,424,166

工作物 3,637,871,440 1年内償還予定地方債 93,413,754

工作物減価償却累計額 △ 3,201,097,509 未払金 -

船舶 - 未払費用 -

船舶減価償却累計額 - 前受金 -

浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 200,600,268

航空機 - 預り金 12,410,144

航空機減価償却累計額 - その他 -

その他 - 2,187,002,212

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 - 固定資産等形成分 4,616,052,147

インフラ資産 - 余剰分（不足分） △ 1,950,395,505

土地 -

建物 -

建物減価償却累計額 -

工作物 -

工作物減価償却累計額 -

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 -

物品 2,081,337,302

物品減価償却累計額 △ 1,632,203,849

無形固定資産 7,538,400

ソフトウェア 7,538,400

その他 -

投資その他の資産 0

投資及び出資金 -

有価証券 -

出資金 -

その他 -

投資損失引当金 -

長期延滞債権 -

長期貸付金 -

基金 0

減債基金 -

その他 0

その他 -

徴収不能引当金 -

流動資産 236,606,707

現金預金 236,606,707

未収金 -

短期貸付金 -

基金 0

財政調整基金 0

減債基金 -

棚卸資産 -

その他 -

徴収不能引当金 - 2,665,656,642

4,852,658,854 4,852,658,854

貸借対照表
（令和２年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計
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統一的な基準の財務書類 令和元年度 【一般会計等】

⑵ 行政コスト計算書

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

（単位：円）

経常費用 3,838,744,303
業務費用 3,510,312,712

人件費 2,620,603,067
職員給与費 2,393,594,591
賞与等引当金繰入額 200,600,268
退職手当引当金繰入額 -
その他 26,408,208

物件費等 670,751,545
物件費 303,536,260
維持補修費 58,883,045
減価償却費 308,332,240
その他 -

その他の業務費用 218,958,100
支払利息 171,878
徴収不能引当金繰入額 -
その他 218,786,222

移転費用 328,431,591
補助金等 288,897,340
社会保障給付 36,830,000
他会計への繰出金 -
その他 2,704,251

経常収益 34,160,923
使用料及び手数料 3,628,014
その他 30,532,909

純経常行政コスト △ 3,804,583,380
臨時損失 3,484,253

災害復旧事業費 -
資産除売却損 3,484,253
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト △ 3,808,067,633

行政コスト計算書
自　平成３１年４月１日

至　令和２年３月３１日

科目 金額
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統一的な基準の財務書類 令和元年度 【一般会計等】

⑶ 純資産変動計算書

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

（単位：円）

前年度末純資産残高 2,857,195,275 4,787,887,079 △ 1,930,691,804

純行政コスト（△） △ 3,808,067,633 △ 3,808,067,633

財源 3,616,529,000 3,616,529,000

税収等 3,602,492,000 3,602,492,000

国県等補助金 14,037,000 14,037,000

本年度差額 △ 191,538,633 △ 191,538,633

固定資産等の変動（内部変動） △ 171,834,932 171,834,932

有形固定資産等の増加 139,981,561 △ 139,981,561

有形固定資産等の減少 △ 311,816,493 311,816,493

貸付金・基金等の増加 - -

貸付金・基金等の減少 - -

資産評価差額 - -

無償所管換等 - -

その他 - - -

本年度純資産変動額 △ 191,538,633 △ 171,834,932 △ 19,703,701

本年度末純資産残高 2,665,656,642 4,616,052,147 △ 1,950,395,505

純資産変動計算書
自　平成３１年４月１日

至　令和２年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）
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統一的な基準の財務書類 令和元年度 【一般会計等】

⑷ 資金収支計算書

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

（単位：円）

【業務活動収支】
業務支出 3,527,080,868

業務費用支出 3,198,649,277
人件費支出 2,617,271,872
物件費等支出 362,419,305
支払利息支出 171,878
その他の支出 218,786,222

移転費用支出 328,431,591
補助金等支出 288,897,340
社会保障給付支出 36,830,000
他会計への繰出支出 -
その他の支出 2,704,251

業務収入 3,614,472,113
税収等収入 3,602,492,000
国県等補助金収入 79,000
使用料及び手数料収入 3,628,014
その他の収入 8,273,099

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 87,391,245
【投資活動収支】

投資活動支出 139,981,561
公共施設等整備費支出 139,981,561
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 13,958,000
国県等補助金収入 13,958,000
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 126,023,561
【財務活動収支】

財務活動支出 77,313,137
地方債償還支出 77,313,137
その他の支出 -

財務活動収入 112,400,000
地方債発行収入 112,400,000
その他の収入 -

財務活動収支 35,086,863
△ 3,545,453
227,742,016

224,196,563

前年度末歳計外現金残高 11,991,172
本年度歳計外現金増減額 418,972
本年度末歳計外現金残高 12,410,144

本年度末現金預金残高 236,606,707

前年度末資金残高

本年度末資金残高

資金収支計算書
自　平成３１年４月１日
至　令和２年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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統一的な基準の財務書類 令和元年度 【連結会計】

２ 連結会計

⑴ 連結貸借対照表

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 4,686,147,793 固定負債 1,950,673,692

有形固定資産 4,608,513,747 地方債等 291,659,590

事業用資産 4,159,380,294 長期未払金 -

土地 1,941,777,075 退職手当引当金 1,659,014,102

立木竹 - 損失補償等引当金 -

建物 2,973,383,942 その他 0

建物減価償却累計額 △ 1,192,554,654 流動負債 306,424,166

工作物 3,637,871,440 1年内償還予定地方債等 93,413,754

工作物減価償却累計額 △ 3,201,097,509 未払金 -

船舶 - 未払費用 -

船舶減価償却累計額 - 前受金 -

浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 200,600,268

航空機 - 預り金 12,410,144

航空機減価償却累計額 - その他 -

その他 - 2,257,097,858

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 - 固定資産等形成分 4,686,147,793

インフラ資産 - 余剰分（不足分） △ 2,020,491,151

土地 - 他団体出資等分 -

建物 -

建物減価償却累計額 -

工作物 -

工作物減価償却累計額 -

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 -

物品 2,081,337,302

物品減価償却累計額 △ 1,632,203,849

無形固定資産 7,538,400

ソフトウェア 7,538,400

その他 -

投資その他の資産 70,095,646

投資及び出資金 -

有価証券 -

出資金 -

その他 -

長期延滞債権 -

長期貸付金 -

基金 70,095,646

減債基金 -

その他 70,095,646

その他 -

徴収不能引当金 -

流動資産 236,606,707

現金預金 236,606,707

未収金 -

短期貸付金 -

基金 0

財政調整基金 0

減債基金 -

棚卸資産 -

その他 -

徴収不能引当金 -

繰延資産 - 2,665,656,642

4,922,754,500 4,922,754,500

連結貸借対照表
（令和２年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計
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統一的な基準の財務書類 令和元年度 【連結会計】

⑵ 連結行政コスト計算書

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

（単位：円）

経常費用 3,838,744,303
業務費用 3,510,312,712

人件費 2,620,603,067
職員給与費 2,393,594,591
賞与等引当金繰入額 200,600,268
退職手当引当金繰入額 -
その他 26,408,208

物件費等 670,751,545
物件費 303,536,260
維持補修費 58,883,045
減価償却費 308,332,240
その他 -

その他の業務費用 218,958,100
支払利息 171,878
徴収不能引当金繰入額 -
その他 218,786,222

移転費用 328,431,591
補助金等 288,897,340
社会保障給付 36,830,000
その他 2,704,251

経常収益 34,160,923
使用料及び手数料 3,628,014
その他 30,532,909

純経常行政コスト △ 3,804,583,380
臨時損失 3,484,253

災害復旧事業費 -
資産除売却損 3,484,253
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト △ 3,808,067,633

連結行政コスト計算書
自　平成３１年４月１日

至　令和２年３月３１日

科目 金額
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統一的な基準の財務書類 令和元年度 【連結会計】

⑶ 連結純資産変動計算書

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

（単位：円）

前年度末純資産残高 2,857,195,275 4,977,054,704 △ 2,119,859,429 -

純行政コスト（△） △ 3,808,067,633 △ 3,808,067,633 -

財源 3,616,529,000 3,616,529,000 -

税収等 3,602,492,000 3,602,492,000 -

国県等補助金 14,037,000 14,037,000 -

本年度差額 △ 191,538,633 △ 191,538,633 -

固定資産等の変動（内部変動） △ 290,906,911 290,906,911

有形固定資産等の増加 139,981,561 △ 139,981,561

有形固定資産等の減少 △ 311,816,493 311,816,493

貸付金・基金等の増加 - -

貸付金・基金等の減少 △ 119,071,979 119,071,979

資産評価差額 - -

無償所管換等 - -

他団体出資等分の増加 - -

他団体出資等分の減少 - -

その他 - - -

本年度純資産変動額 △ 191,538,633 △ 290,906,911 99,368,278 -

本年度末純資産残高 2,665,656,642 4,686,147,793 △ 2,020,491,151 -

連結純資産変動計算書
自　平成３１年４月１日

至　令和２年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分
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統一的な基準の財務書類 令和元年度 【連結会計】

⑷ 連結資金収支計算書

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

（単位：円）

【業務活動収支】
業務支出 3,527,080,868

業務費用支出 3,198,649,277
人件費支出 2,617,271,872
物件費等支出 362,419,305
支払利息支出 171,878
その他の支出 218,786,222

移転費用支出 328,431,591
補助金等支出 288,897,340
社会保障給付支出 36,830,000
その他の支出 2,704,251

業務収入 3,614,472,113
税収等収入 3,602,492,000
国県等補助金収入 79,000
使用料及び手数料収入 3,628,014
その他の収入 8,273,099

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 87,391,245
【投資活動収支】

投資活動支出 139,981,561
公共施設等整備費支出 139,981,561
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 13,958,000
国県等補助金収入 13,958,000
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 126,023,561
【財務活動収支】

財務活動支出 77,313,137
地方債等償還支出 77,313,137
その他の支出 -

財務活動収入 112,400,000
地方債等発行収入 112,400,000
その他の収入 -

財務活動収支 35,086,863
△ 3,545,453
227,742,016

224,196,563

前年度末歳計外現金残高 11,991,172
本年度歳計外現金増減額 418,972
本年度末歳計外現金残高 12,410,144

本年度末現金預金残高 236,606,707

前年度末資金残高

本年度末資金残高

連結資金収支計算書
自　平成３１年４月１日
至　令和２年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



３　注記

１．重要な会計方針
有形固定資産等の評価基準及び評価方法

昭和６０年以降で取得価額がわかるものについては取得価額で、それ以外のものについて
は、再調達価額により評価を行っている。
資産評価及び固定資産台帳整備の手引き（平成２７年１月総務省）に定める評価基準及び
評価方法による。
"

有価証券等の評価基準及び評価方法

有形固定資産等の減価償却の方法
間接法による定額法を採用している。減価償却開始の日は取得日の翌事業年度の４月１日
としている。

引当金の計上基準及び算定方法
賞与引当金については、職員の賞与支給に備えるため、支給見込額の年度末負担分を計上
している。
退職給付引当金については、職員の退職給付に備えるため、退職金規定に基づく年度末要
支給額により計上している。

リース取引の処理方法

資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（３ケ月以内の短期投資等）を資金の範
囲としております。このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により
発生する資金の受払いも含んでおります。

その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

２．重要な会計方針の変更等
会計処理の原則または手続を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変更が財務書類
に与えている影響の内容

表示方法を変更した場合には、その旨

資金収支計算書における資金の範囲を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変更が
資金収支計算書に与えている影響の内容

３．重要な後発事象
主要な業務の改廃

組織・機構の大幅な変更

地方財政制度の大幅な改正

重大な災害等の発生

その他重要な後発事象

４．偶発債務
保証債務及び損失補償債務負担の状況（総額、確定債務額及び履行すべき額が確定していない
ものの内訳（貸借対照表計上額及び未計上額））

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの
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その他主要な偶発債務

５．追加情報
対象範囲（対象とする会計名）

    一般会計
    一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異

出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨（根拠条文を含みます。）及び出納
整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としている旨

表示単位未満の金額は四捨五入することとしているが、四捨五入により合計金額
に齟齬が生じる場合は、その旨

地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況

利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額

繰越事業に係る将来の支出予定額

その他財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

基準変更による影響額等（開始貸借対照表を作成しない場合。ただし、既に財務
書類を作成しているが開始貸借対照表を作成する場合であっても注記すること
が望まれます。）

売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲

減価償却について直接法を採用した場合、当該各有形固定資産の科目別または一括による減価
償却累計額

事業用資産／建物 ： 1,192,554,654円
事業用資産／工作物 ： 3,201,097,509円
事業用資産／船舶 ： 0円
事業用資産／浮標等 ： 0円
事業用資産／航空機 ： 0円
事業用資産／その他 ： 0円
インフラ資産／建物 ： 0円
インフラ資産／工作物 ： 0円
インフラ資産／その他 ： 0円
物品 ： 1,632,203,849円

減債基金に係る積立不足の有無及び不足額

基金借入金（繰替運用）の内容

地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財
政需要額に含まれることが見込まれる金額

将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定
要素）

自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース
債務金額

管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等及び表示登
記が行われていない法定外公共物の財務情報（土地・償却資産別の取得価額等及
び減価償却累計額）（地方公共団体の資産としては計上しないものの、公共施設
等のマネジメントの観点から、注記することが望まれます。）
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道路、河川及び水路の敷地について、基準モデル等に基づいた評価を当該評価額
とした場合は、「資産評価及び固定資産台帳整備の手引き」６３段落による評価
額

基準変更による影響額の内訳（開始貸借対照表を作成しない場合）

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

基礎的財政収支

既存の決算情報との関連性（上記で示した「②一般会計等と普通会計の対象範囲
等の差異」に係るものを除きます。）

資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内
訳

業務活動収支　　　　　　　　   87,391,245円
賞与引当金増減　　　　　　    △3,331,195円
退職手当引当金増減　　　　　   22,259,810円
減価償却費　　　　　　　    △308,332,240円
資産除却損　　　　　　　　　  △3,484,253円
国庫補助金収入（投資）　 　　  13,958,000円
純資産変動計算書　本年度差額△191,538,633円

一時借入金の増減額が含まれていない旨並びに一時借入金の限度額及び利子の
金額

重要な非資金取引
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４　附属明細書

引当金の明細（一般会計）
(単位：円)

財源の明細
(単位：円)

財源情報の明細
(単位：円　)

資金の明細
(単位：円)

地方債等（借入先別）の明細
(単位：円)

地方債等（返済期間別）の明細
(単位：円)

地方債等（利率別）の明細
(単位：円)

4.0%超
(参考) 加重
平均利率

2.5%超 
3.0%以下

3.0%超 
3.5%以下

3.5%超 
4.0%以下

385,073,344

地方債等残高 1.5%以下
1.5%超 
2.0%以下

2.0%超 
2.5%以下

385,073,344

385,073,344

地方債等残高 1年以内
1年超 
2年以内

2年超 
3年以内

91,895,446120,126,37493,413,754 4,488,87830,076,44645,072,446

3年超 
4年以内

4年超 
5年以内

5年超 
10年以内

10年超 
15年以内

15年超 
20年以内

20年超

【特別分】

　臨時財政対策債

　減税補てん債

　退職手当債

　その他

　合計 385,073,344 93,413,754

種類

【通常分】

　一般補助施設整備事業

　一般事業債

　施設整備事業債

　緊急防災・減災事業債

　一般単独事業

　その他

地方債等残高

74,350,000

138,072,905

74,750,439

97,900,000

58,450,000

うち1年内
償還予定

25,900,000

25,863,645

13,650,109

28,000,000

政府資金

58,450,000

84,000,000

175,236,108

地方公共
団体 

金融機構

98,186,108

61,150,000

84,000,000

その他の 
金融機関

地方公募債 うち
共同発行債

67,387,236

うち
住民公募債

その他

39,886,797

13,600,439

13,900,000

236,606,707

種類

現金預金

歳計外現金

合計

本年度末残高

224,196,563

12,410,144

3,948,049,194 3,542,761,316

純行政コスト

有形固定資産等の増加

貸付金・基金等の増加

その他

合計

3,808,067,633

139,981,561 112,400,000

112,400,000

292,887,878

292,887,878

3,515,179,755

27,581,561

特別会計

内　　　　　訳
その他国県等補助金

会計

計

小計 14,037,000

3,616,529,000

地方債 税収等
区分

金額

79,000

3,602,492,000

13,958,000

13,958,000

79,000

会計

一般会計

合計 200,600,268

小計

金額

2,609,739,000

992,753,000

税収等

国県等補助金

合計

資本的 
補助金

経常的 
補助金

国庫支出金

都道府県等支出金

計

国庫支出金

都道府県等支出金

前年度末残高

1,611,178,266

197,269,073

1,808,447,339

財源の内容

草加市支出金（負担金）

八潮市支出金（負担金）

本年度減少額
本年度増加額

200,600,268 197,269,073

区分

一般会計

市中銀行

15,900,000

区分

退職手当引当金

賞与引当金

197,269,073

22,259,810

22,259,810

本年度末残高

1,588,918,456

200,600,268

1,789,518,724

その他目的使用
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有形固定遺産の明細
（単位：円）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-

（C)
（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
本年度償却額

（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)

　　建物
　　工作物
　　その他

 事業用資産
　  土地
　　立木竹
　　建物
　　工作物

区分

------

---

　　建設仮勘定
 物品

合計

　　浮標等
　　航空機
　　その他
　　建設仮勘定
 インフラ資産
　　土地

300,793,8406,025,856,01210,634,369,75956,840,914677,932,55010,013,278,123

152,913,8721,632,203,8492,081,337,30246,108,914139,981,5611,987,464,655

-----

------

---

------

---

------

---

------

-

------

3,645,431,440

------

10,732,000537,950,9898,025,813,468

前年度末残高
（A）

-

449,133,453

3,172,000537,950,9891,406,998,086

------

1,192,554,6542,973,383,942--2,973,383,942

86,044,5173,201,097,5093,637,871,4407,560,000

4,608,513,747

--1,941,777,075

61,835,451

-

-

-

-

-

-

1,780,829,288

436,773,931

-

-

-

----

---

-

4,159,380,294

1,941,777,075

-

147,879,9684,393,652,1638,553,032,457

　　船舶
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草加八潮消防組合
草加八潮消防局 総務課 企画財政係

〒340-0012
草加市神明二丁目2番2号
電話番号/048-924-2112 FAX/ 048-924-0963
E-ｍａｉｌ soumu@soka-yashio119.jp


